
平成 1 1 年２月期   決算短信            平成 11年 4月 20日 

上場会社名 株式会社 イ ズ ミ 
  

コード番号 ８２７３ 上場取引所（所属部）  東証・大証市場第一部、広証 

本店所在地 広島市南区京橋町2番 22号   

問合せ先 責任者役職名 専務取締役財務本部長  

 氏        名 高  西   宏  昌                          ＴＥＬ 082-264-3211 

決算取締役会開催日 平成11年 4月 20日 定時株主総会開催日 平成11年 5月 27日 

連結決算の有無 有 中間配当制度の有無 有 

１．11年 2月期の業績（平成10年 3月 1日～平成11年 2月 28日） 

（１）経営成績         （単位：百万円未満切捨） 

 営業収益（対前期増減率） 営業利益（対前期増減率） 経常利益（対前期増減率） 

 百万円        ％ 百万円        ％ 百万円        ％ 

11年 2月期 275,424 (   4.6 ) 5,629 (△  9.2 ) 3,938 (△ 25.3 ) 

10年 2月期 263,246 (   5.6 ) 6,197 (△ 18.1 ) 5,269 (△ 26.3 ) 

 

 
当期純利益 

(対前期 

 増減率) 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利

益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

営業収益 

経常利益率 

 百万円      ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

11年 2月期 393 (△73.3 )  5  94 － 0.5 1.9 1.4 

10年 2月期 1,470 (△45.9) 22  18 21  82 1.9 2.6 2.0 

（注）1.期中平均株式数    11年 2月期 66,158,960株 

                          10年 2月期 66,315,710株 

      2.会計処理の方法の変更 無 

（２）配当状況 

 1株当たり年間配当金  配当金総額 配当性向 株主資本 

  中  間 期  末 （年   間）  配 当 率 

 円  銭  円  銭 百万円 ％ ％ 

11年 2月期 21  00   10  50   10  50   1,387 353.0 1.9 

10年 2月期 21  00   10  50   10  50   1,392 94.5 1.8 

（注） 11年 2月期末配当金の内訳：記念配当  0円 00銭、特別配当  0円 00銭 

（３）財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

11年 2月期 214,534 74,549 34.7 1,130  26 

10年 2月期 208,460 75,883 36.4 1,144  27 

（注）1.期末発行済株式数    11年 2月期 65,957,710株 

                            10年 2月期 66,315,710株 

      2.有価証券の評価損益  251百万円 

      3.デリバティブ取引の評価損益 413百万円 

２．12年 2月期の業績予想（平成11年 3月 1日～平成12年 2月 29日） 

1株当たり年間配当金  
営業収益 経常利益 当期純利益 

中  間 期  末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 147,000 3,000 800 10  50   －    －    

通 期 295,000 5,200 1,500 －   10  50   21  00   

（参考） 1株当たり予想当期純利益（通期） 22円 74銭 
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１．当期の概況と次期の見通し 

 

（１）当期の概況  

当期におけるわが国の経済は、失業・倒産の増加や国際金融市場の混乱などにより混

迷の度を深め、年度後半には金融機関への資本注入や大型景気対策などが打ち出された

ことにより一段の後退は避けられたものの、依然、閉塞感が拭い切れておりません。流

通業界におきましても、長期におよぶ所得の低迷と雇用への不安が消費者の購買意欲を

萎縮させる厳しい状況が続きました。 

このような状況のもと、当社は引き続き「お客様に満足していただける売場作り」を

スローガンに、お客様の立場での品揃え・品質の向上に努め、地域ナンバー１と評価い

ただける売場作り・商品作りを進めてまいりました。また店舗については、昨年４月３

０日に武雄店（佐賀県武雄市）、５月２９日に中津店（大分県中津市）、さらに１０月

３日には高松店の計３店舗を新設しております。また１０月１日には（株）神戸屋より

山陽店（岡山県赤磐郡）の営業を譲り受けております。 

これらの結果、当期の業績は営業収益２，７５４億２４百万円（前年同期比４．６％

増）、経常利益３９億３８百万円（前年同期比２５．３％減）、当期利益３億９３百万

円（前年同期比７３．３％減）となりました。 

 

次に商品部門別の概況を申しあげます。 

衣料品部門では、顧客ターゲットを明確にした上で絞り込んだアイテムを単位化した

品揃えで提供すると同時に、これらの商品の発注・補充期間の短縮に努めました。この

結果、売上高は５３１億８０百万円（前年同期比３．３％増）となりました。 

住居関連品部門では、高付加価値商品の開発やお客様の生活シーンを切り口とした商

品の開発に努め、さらに仕入ルートの短縮・絞り込みによる原価低減を推進しました。

しかし、消費環境悪化による耐久消費材買い控えの動きが強まり、売上高は３０３億８

９百万円（前年同期比２．９％減）と低迷しました。 

食料品部門では、品質・鮮度・値頃感にこだわり積極的な商品改廃を進めると同時に、

買い易く・分かり易い・品切れがない売場作りを推進しました。この結果、売上高１，

１８８億２３百万円（前年同期比５．３％増）となりました。 

賃貸店舗部門では、各商品分野毎に最も競争力の高い有力テナントの導入に努め、店

舗全体の集客力を向上させました。この結果、売上高６５４億５１百万円（前年同期比

８．１％増）となりました。 

 

（２）次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、景気対策による底支え効果は見込まれるものの、慎重

な企業行動の転換や個人の購買意欲の喚起には力不足であり、個人消費は引き続き低迷

するものと予想されます。このような状況のもと、当社はお客様第一主義を徹底し、取

り巻く環境やお客様のニーズの変化にスピーディーな対応ができる組織改革と商品

力・販売力の強化に努めてまいります。 

なお平成１１年度は４月２８日に大川店（福岡県大川市）、また秋には宗像店（福岡
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県宗像市）を開店する予定であります。 

業績といたしましては、営業収益２，９５０億円（前年同期比 ７．１％増）、経常

利益５２億円（前年同期比 ３２．０％増）、当期利益１５億円（前年同期比 ２８１．

７％増）を見込んでおります。 

 

２．配 当 政 策 

当社は、事業基盤の整備と企業体質の強化を図りつつ、安定的な配当の継続を重視し

ております。 

当期におきましては、増収減益となりましたが、安定的な利益還元を念頭におき、１

株当たり配当金は２１円００銭（うち中間配当金１０円５０銭）を継続させていただく

予定であります。この結果、当期の配当性向は３５３．０％となります。 

 

３．「西暦２０００年問題」の対応状況について 

当社は、「西暦２０００年問題」を経営上の重要課題のひとつと認識して、その対応

を推進しております。 

取り組み体制としては、専務取締役財務本部長を統括責任者として、社外のコンピュ

ータ－・コンサルタント会社、アウトソーシング先を含めたプロジェクトチームを編成

し、毎月１～２回進捗状況を確認するとともに、役員会へ定期的に報告しております。

確認対象は、コンピューターのソフトウェア及びハードウェア、外部データ交換のコン

ピュータシステムのほか、値付け機、エスカレータ、エレベータ、監視機器、放送設備

等の設備機器も含めております。 

進捗状況としては、１９９８年度中にコンピュータ資源の調査、ホストコンピュータ

の基本システムの入替え、プログラムの修正を実施しております。今後、１９９９年７

月までに外部を含めたテストなど一連の対応を完了する予定であります。なお、一部の

２０００年に対応していない機器については、１９９９年１０月までに入替えを完了す

る予定であります。 

危機管理計画としては、社内システムと取引先等社外とのデータ交換を想定し、誤動

作による影響調査、事前・事後の対応策等を各業務システム毎に検討するとともに、そ

の対応マニュアルを１９９９年８月までに策定し、全社に配布する予定であります。ま

た、１９９９年１０月より２０００年年頭にかけては、不測の事態に備えた体制を構築

してゆく方針であります。 

なお、２０００年問題に要する費用としては、約７億円（ＰＯＳ機器 ５億円、その

他 ２億円）を見込んでおり、この金額は１９９８年度より投資計画に組み込んでおり

ます。 
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４．比　較　貸　借　対　照　表
（単位　百万円未満は切捨）

科　　目 当　　　期 前　　　期 増　　　減

平成１１年２月２８日現在 平成１０年２月２８日現在 （△　は　減）

（ 資 産 の 部 ）

流　動　資　産 ( ３０，７１０ ) ( ３６，６５６ ) ( △ ５，９４５ )

現 金 及 び 預 金 １３，１９９ １４，５４４ △ １，３４５

受 取 手 形 ０ ０  ０

売 掛 金 ６９８ ６７８  １９

有 価 証 券 １，３３４ ２，１１１ △ ７７６

商 品 １２，３６５ １１，６７４  ６９１

貯 蔵 品 １３５ １３９ △ ４

前 払 費 用 ３１１ ３２０ △ ９

未 収 収 益 ７０ １３３ △ ６３

短 期 貸 付 金 １６７ ３，２０５ △ ３，０３７

未 収 入 金 ９５９ ９４０  １９

未 収 法 人 税 等 ６１６  －  ６１６

未 収 事 業 税 １７７  －  １７７

立 替 金 ２１９ ７４５ △ ５２６

自 己 株 式 １ １３ △ １１

特 定 金 銭 信 託  － １，５０３ △ １，５０３

そ の 他 ４６０ ６８０ △ ２２０

貸 倒 引 当 金 △          ８ △               ３６  ２７

固　定　資　産 ( １８３，８２３ ) ( １７１，８０３ ) (  １２，０１９ )

（ 有 形 固 定 資 産 ） ( １４０，１２５ ) ( １２７，５０２ ) (  １２，６２３ )

建 物 ７２，７８２ ６１，２５９  １１，５２２

構 築 物 ６，１３０ ５，２６９  ８６０

機 械 及 び 装 置 １，７８８ １，６１９  １６９

器 具 及 び 備 品 ７，４６５ ７，１９２  ２７２

車 両 運 搬 具 １２ １４ △ １

土 地 ４８，５４４ ４６，２３７ ２，３０７

建 設 仮 勘 定 ３，４００ ５，９０９ △ ２，５０８

（ 無 形 固 定 資 産 ） ( ５，７２５ ) ( ４，１９７ ) (  １，５２８ )

借 地 権 ２，９４７ ２，８０３  １４４

そ の 他 ２，７７７ １，３９４  １，３８３

（ 投資その他の資産） ( ３７，９７２ ) ( ４０，１０４ ) ( △ ２，１３１ )

投 資 有 価 証 券 ５，７０７ ８，１０５ △ ２，３９８

子 会 社 株 式 ８１８ ７４３  ７５

出 資 金 １２６ １３９ △ １２

子 会 社 出 資 金 ３ ３  － 

長 期 貸 付 金 ２，８５４ ２，９８３ △ １２８

長 期 前 払 費 用 ７４ １５４ △ ７９

差 入 敷 金 ７，７６８ ７，７５９  ８

差 入 保 証 金 １７，４４９ １８，７８２ △ １，３３２

出 店 仮 勘 定 ２，５７９ ７５５  １，８２４

そ の 他 ６０９ ６９８ △ ８９

貸 倒 引 当 金 △          ２０ △              ２１  １

資　  産 　 合　  計 ２１４，５３４ ２０８，４６０  ６，０７３

－４－



比　較　貸　借　対　照　表
  （単位　百万円未満は切捨）

科　　目 当　　　期 前　　　期 増　　　減

平成１１年２月２８日現在 平成１０年２月２８日現在 （ △　は　減 ）

（ 負 債 の 部 ）

流　動　負　債 ( ４３，４１９ ) ( ４７，１４１ ) ( △ ３，７２２ )

買 掛 金 １１，２８４ １０，５９３  ６９１

短 期 借 入 金  － ８，３００ △ ８，３００

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー  － ９，０００ △ ９，０００

１ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 １２，６７１ ３，５５９  ９，１１１

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 ４，８００  －  ４，８００

未 払 金 ９，４５５ ９，１１９  ３３５

未 払 法 人 税 等  － ６５７ △ ６５７

未 払 事 業 税 等 ９１ ２４３ △ １５２

未 払 消 費 税 等 ８２ ９８９ △ ９０６

未 払 費 用 １，０９７ ９５４  １４３

前 受 金 ２１１ １６０  ５０

預 り 金 １，７３０ １，４４８  ２８１

前 受 収 益 １９ ２１ △ １

賞 与 引 当 金 １，３５８ １，２８１  ７７

そ の 他 ６１７ ８１２ △ １９５

固　定　負　債 ( ９６，５６５ ) ( ８５，４３５ ) (  １１，１３０ )

社 債 ２４，０００ ３０，０００ △ ６，０００

転 換 社 債 １３，６３６ １４，０８４ △ ４４８

長 期 借 入 金 ４６，４５２ ３１，０４０  １５，４１２

退 職 給 与 引 当 金 １，１６３ １，１７４ △ １０

預 り 敷 金 ６，６５７ ４，７７８  １，８７８

預 り 保 証 金 ３，８３５ ３，７０３  １３２

　 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ８０３ ６３３  １７０

長 期 未 払 金 １６ ２１ △ ４

負　債　合　計 １３９，９８４ １３２，５７７  ７，４０７

（ 資　本　の　部 ）

資　本　金 ( １９，６１３ ) ( １９，６１３ ) (  － )

法　定　準　備　金 ( ２８，２５９ ) ( ２８，４０１ ) ( △ １４１ )

資 本 準 備 金 ２６，５８０ ２６，８６６ △ ２８６

利 益 準 備 金 １，６７９ １，５３４  １４４

剰　余　金 ( ２６，６７６ ) ( ２７，８６７ ) ( △ １，１９１ )

特 別 償 却 準 備 金 ３ ４ △ １

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 １２４ １１６  ７

別 途 積 立 金 ２６，１４６ ２６，１０６  ４０

当 期 未 処 分 利 益 ４０１ １，６４０ △ １，２３８

（ 当 期 純 利 益 ） ３９３ １，４７０ △ １，０７７

資　    本       合      計 ７４，５４９ ７５，８８３ △ １，３３３

負 債 及 び 資 本 合 計 ２１４，５３４ ２０８，４６０  ６，０７３
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５．損  益  計  算  書 
（単位：百万円）

  当      期 前      期

期   別 自 平成10年3月 1日 自 平成 9年3月 1日 増      減

  科   目 至 平成11年2月28日 至 平成10年2月28日 （  △ は 減  ）
 百 分 比 百 分 比 前年比

（ 経 常 損 益 の 部 ） ％ ％ ％ 

  営  業  損  益  の  部

営  　業　  収　  益 ( 275,424 ) 100.0 ( 263,246 ) 100.0 (   12,178 ) 104.6 

売 上 高 267,845  256,084   11,760  

不 動 産 賃 貸 収 入 等 7,579  7,161   417  

営　  業　  費　  用 ( 269,794 ) 98.0 ( 257,048 ) 97.6 (   12,746 ) 105.0 

売 上 原 価 204,675  195,805   8,870  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 65,119  61,242   3,876  

営　  業　  利　  益 5,629  2.0 6,197  2.4 △ 568  90.8 

  営  業  外  損  益  の  部  

営 　業　 外　 収　 益 ( 1,811 ) 0.7 ( 1,126 ) 0.4 (  684 ) 160.7 

受 取 利 息 及 び 配 当 金 456  370   85  

仕 入 割 引 452  358   94  

そ の 他 902  397   504  

営　 業　 外 　費 　用    ( 3,502 ) 1.3 ( 2,055 ) 0.8 (   1,446 ) 170.4 

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 2,487  1,232   1,255  

社 債 発 行 費 －  172  △ 172  

有価証券売却損・評価損 713  35   677  

特 金 運 用 損 －  287  △ 287  

そ の 他 301  327  △ 26  

経  　常　  利　  益 3,938  1.4 5,269  2.0 △ 1,330  74.7 

（ 特 別 損 益 の 部 ）     

特　  別　  利　  益 ( 135 ) 0.0 ( 262 ) 0.1 ( △ 127 ) 51.5 

固 定 資 産 売 却 益 75  174  △ 98  

そ の 他 59  87  △ 28  

特　  別  　損　  失 ( 3,313 ) 1.2 ( 2,196 ) 0.8 (  1,117 ) 150.9 

固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損 580  46   533  

投資有価証券売却損・評価損 1,355  1,410  △ 55  

早 期 退 職 加 算 金 358  －   358  

特 金 解 約 損 571  230   341  

そ の 他 447  508  △ 60  

759  0.3 3,335  1.3 △ 2,575  22.8 

366  0.1 1,864  0.7 △ 1,498  19.7 

393  0.1 1,470  0.6 △ 1,077  26.7 

772  935  △ 162  

694  696  △ 1  

69  69  △ 0  

401  1,640  △ 1,238  

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

当 期 未 処 分 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益
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貸借対照表及び損益計算書に対する注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

１．資産の評価の方法 

①有価証券および投資有価証券 

移動平均法による原価法  ただし、取引所の相場のあるものは低価法 

②たな卸資産 

商  品（店舗）  売価還元法による原価法 

      （流通センター） 最終仕入原価法による原価法 

貯蔵品   最終仕入原価法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 法人税法に基づく定率法。ただし大規模な複合型ショッピングセンター（高

松店）は定額法。 

なお、平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物（建物附属設備を除く）について

は、税法の改正により定額法によっております。これにより、従来の方法に比

較し、減価償却費は125百万円減少しており、営業利益、経常利益、税引前当

期利益がそれぞれ同額増加しております。 

高松店の減価償却費は、従来の方法（定率法）に比較し、244百万円減少し

ており、営業利益、経常利益、税引前当期利益がそれぞれ同額増加しておりま

す。 

無形固定資産 法人税法に基づく定額法 

長期前払費用 均等額償却 

 

３．引当金の計上方法 

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の

規定（法定繰入率）による限度相当額に個別の債権についての回収不

能見積額を加えて計上しております。 

賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、法人税法（支給対象期

間基準）に定めるところにより、その繰入限度相当額を計上しており

ます。 

退職給与引当金 従業員の退職により支給する退職給与に充てるため、自己都合によ

る期末退職金要支給額から適格退職年金契約による部分を控除した残

額について法人税法に定める繰入限度相当額を計上しております。 

なお、退職金の一部について適格退職年金制度を採用しております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職により支給する退職慰労金に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上しており、過年度負担金592 百万円は 5 年間

で均等額を繰り入れることとしております。 

なお、この役員退職慰労引当金は、商法第287条ノ 2 に規定する引

当金です。 

 

４．重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係わる方法に準じた会計処理方法によっております。 

 

５．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ．その他の注記   

１．有形固定資産の減価償却累計額 ６２，７１９百万円 

２．当期中の発行済株式数の増減 資本準備金による自己株式の消却として ３５８，０００株を２

８６百万円で取得のうえ消却しております。 

３．自己株式の数及び貸借対照表価額 ２，１３６株    １百万円 

４．保証債務 ２３，３４５百万円 

  

（リース取引関係） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額 

機械及び装置 ２，０９５百万円 ４７９百万円 １，６１５百万円 

器 具 備 品 ７，３００百万円 ４，４４１百万円 ２，８５９百万円 

車 両 運 搬 具 １４百万円 ６百万円 ８百万円 

そ   の   他         ８５百万円        ２０百万円        ６５百万円 

合    計 ９，４９６百万円 ４，９４７百万円 ４，５４９百万円 

 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

１    年    内      ９７６百万円 

１    年    超  ３，５７２百万円 

合          計  ４，５４９百万円 

 

（注）取得価額相当額および未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法によって算定しております。 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料   １，１０１百万円 

減価償却費相当額   １，１０１百万円 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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６．比 較 利 益 処 分 案 
（単位：百万円） 

当     期 前     期  

科       目 自  平成 10年 3月 1 日 

至  平成 11年 2月 28日 

自  平成 9 年 3月 1 日 

至  平成 10年 2月 28日 

 

増   減 

（△は減） 

当 期 未 処 分 利 益  ４０１ １，６４０ △ １，２３８ 

任 意 積 立 金 取 崩 額     

別 途 積 立 金  １，１５０ － １，１５０ 

特 別 償 却 準 備 金 * １ １ － 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 **        ２２        ２０         ２ 

合 計  １，５７５ １，６６１ △      ８５ 

 

これを次のとおり処分します 
    

利 益 準 備 金  ７２ ７５ △        ３ 

配 当 金  ６９２ ６９６ △        ３ 

  １株につき 

普通配当 １０円５０銭 

１株につき 

普通配当 １０円５０銭 
 

取 締 役 賞 与 金  １７ ４７ △      ２９ 

監 査 役 賞 与 金  １ ２ △        ０ 

任 意 積 立 金     

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ** ２６ ２８ △        １ 

別 途 積 立 金  － ４０ △      ４０ 

次 期 繰 越 利 益  ７６５ ７７２ △        ６ 

１．＊は租税特別措置法に基づく取崩であります。 

２．＊＊は法人税法に基づく取崩であります。 

３．平成10年 10月 23日に 694,573,604円（１株につき10円 50銭）の中間配当を実施いたしました。期末配

当金10円 50銭とあわせて、当期の年間配当金は1株につき21円 00円となります。 

 

７．商 品 別 売 上 高 
（単位：百万円） 

当      期 

（10.3.1～11.2.28） 

前      期 

（9.3.1～10.2.28） 

 

金  額 比  率 金  額 比  率 

増   減 前 年 対 比 

実 用 衣 料 １１，６５３ ４．４% １１，１０１ ４．３% ５５２ １０５．０% 

外 装 衣 料 ４１，５２７ １５．５ ４０，３７９ １５．８ １，１４７ １０２．８ 

住 居 関 連 品 ３０，３８９ １１．３ ３１，２８１ １２．２ △    ８９１ ９７．１ 

加 工 食 品 ３０，２８５ １１．３ ２８，２９２ １１．０ １，９９３ １０７．０ 

生 鮮 食 品 ８８，５３７ ３３．１ ８４，５１１ ３３．０ ４，０２５ １０４．８ 

賃 貸 店 舗 ６５，４５１ ２４．４ ６０，５１９ ２３．６ ４，９３２ １０８．１ 

合 計 ２６７，８４５ １００．０ ２５６，０８４ １００．０ １１，７６０ １０４．６ 

（注） 売上高のうち商品供給高は 当期 3,185百万円、前期7,095百万円であります。 
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８．有 価 証 券 の 時 価 等 
（単位：百万円） 

 当 期 末（平成11年 2月 28日現在） 前 期 末（平成10年 2月 28日現在） 

 貸借対照表 

価 額 
時   価 評価損益 

貸借対照表 

価 額 

時   価 評価損益 

1.流動資産に属するもの       

株 式 １，２８６ １，２９５ ８ ２，０７５ ２，２１３ １３７ 

債 券 － － － － － － 

そ の 他 － － － － － － 

合 計 １，２８６ １，２９５ ８ ２，０７５ ２，２１３ １３７ 

2.固定資産に属するもの       

株 式 ３，６２９ ３，８７３ ２４４ ５，８６０ ６，０００ １４０ 

債 券 ４４２ ４４１ △      ０ ４２８ ４１９ △      ８ 

そ の 他 － － － ２０ ２０ ０ 

合 計 ４，０７１ ４，３１５ ２４３ ６，３０８ ６，４４１ １３２ 

  合             計 ５，３５８ ５，６１０ ２５１ ８，３８４ ８，６５４ ２７０ 

（注）１．時価等の算定方法 

上 場 有 価 証 券 主に東京証券取引所の最終価格 

非上場投資信託受益証券 基準価格 

気配等を有する有価証券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等 

上 記 以 外 の 債 券 日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償

還期間等を勘案して算出した価格 

２．自己株式は株式（流動資産に属するもの）に含めて表示しています。 

       （ 当     期 ）   （ 前    期 ） 

      自己株式の評価損 △    ０百万円         － 

３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 

①流動資産に属するもの       （ 当     期 ）   （ 前    期 ） 

  残存償還期限が1年以内の債券 ４９百万円 ４９百万円 

②固定資産に属するもの   

  残存償還期限が1年以内の債券 ２０百万円 ７０百万円 

  非上場株式 ２，４３５百万円 ２，４７０百万円 

 （うち関係会社株式） （ １，３３９百万円 ） （ １，３９０百万円 ） 

 

９．デ リ バ テ ィ ブ 取 引 の 評 価 損 益 
（単位：百万円） 

 当 期 末（平成11年 2月 28日現在） 前 期 末（平成10年 2月 28日現在） 

種    類 契 約 額 等 契 約 額 等 
区

分 
  うち 1年超 

時  価 
評 価 

損 益  うち 1年超 
時  価 

評 価 

損 益 

金利スワップ 

取引 

  受取固定・ 

  支払変動 

 

 

 

１６，０００ 

 

 

 

１６，０００ 

 

 

 

４６０ 

 

 

 

４６０ 

 

 

 

２１，０００ 

 

 

 

２１，０００ 

 

 

 

－ 

 

 

 

－ 

   

市
場
取
引
以
外
の
取
引 

 

  支払固定・ 

  受取変動 

 

 

４，６８７ 

 

 

４，０６２ 

 

 

 

△４７ 

 

 

 

△４７ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

－ 

合    計 ２０，６８７ ２０，０６２ ４１３ ４１３ ２１，０００ ２１，０００ － － 
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１０．役員の異動 

１．代表者の異動  

 該当事項はありません。 

 

２．その他の役員の異動 

（１）新任監査役候補 監査役（非常勤）  松原 治郎（公認会計士） 

（２）退任取締役 取 締 役  橋本 利男 

   取 締 役  高崎 美晴 

  （注）監査役  長瀬 孝臣氏は平成10年 10月 17日逝去により退任いたしました。 

－１１－ 


